
町税
42億5,629万円

（30%）

繰入金
13億5,938万円

（9％）

使用料・手数料
１億6,688万円

（１％）

分担金・負担金
１億6,551万円

（１％）

国・県支出金
35億1,945万円（24％）

地方交付税
18億4,000万円

（13％）

町債
18億5,680万円

（13％）

地方消費税交付金
６億2,000万円（５％）

地方譲与税
9,699万円（１％） その他交付金

１億7,600万円（１％）

その他
２億6,583万円（２％）

諸収入 1億3,081万円
繰越金 5,000万円
財産収入 501万円
寄附金 8,001万円

その他の内訳

歳入
自主
財源
43%

依存
財源
57%

歳出 民生費
56億1,429万円

（39％）

土木費
23億905万円

（16％）

公債費
13億7,525万円

（10％）

総務費
13億5,955万円

（9％）

教育費
13億3,634万円

（9％）

衛生費
13億3,188万円

（9％）

消防費
3億7,985万円（3％）

商工費
2億170万円（2％）

農林水産業費
1億9,700万円（1％）

議会費
1億3,876万円（1％）

その他
7,946万円（1％）

労働費 
4,069万円　
災害復旧費 
1,558万円
諸支出金 
319万円　
予備費 
2,000万円

その他の内訳

令和３年度

一般会計
自主財源 43％
（昨年度比△2％）

予 算

令和３年度予算が町議会３月定例会で可決されました。
本年度の一般会計の予算は 143 億 2,313 万円で、昨年
度より 7.1％増加しました。
歳入のうち、自ら確保できる町税などの収入（自主財源）
の割合を 43％、国・県からの補助金、町債（町の借金）など、
他に依存する収入（依存財源）の割合を 57％と見込んで
おり、昨年度よりも依存財源の割合が増加し、町の収入の
半分以上を国・県や借金などに頼らざるをえない状況と
なっています。

歳出では、福祉に係る経費である民生費の割合が 39％
と最も大きく、次いで土木費、公債費の順に大きくなって
います。
本年度から５ヵ年で始動する「長与町第 10 次総合計画」
を指針として誰もが暮らしやすく利便性の高いまちづくり
を目指し、子育て支援体制の整備拡充をはじめ、小学校体
育館や社会教育施設など教育環境の整備などに重点的に予
算を配分しています。
また新型コロナウイルス感染症対策としてワクチン接種
に係る事業費を計上している影響で、昨年度より歳出では
衛生費が 17.5％、歳入では国・県支出金が 8.3％増加して
います。

【注釈】
※金額は１万円未満を端数処理しています。
※円グラフの（　）は全体に対する割合です。
※１人当たりの町税負担額および支出額は令和３年２月末
現在の住民基本台帳人口 (41,350 人 ) で計算しています。

特定の事業を行うため一般会計とは
経理を別にして設けているもので、
町には次の事業があります。

143億2,313万円
依存財源 57％
（昨年度比＋2％）

特別会計

民間の事業と同じようにその事業によって得られる収入で支出をまかなう独立採算を原則と
していて、町には水道事業と下水道事業があります。

企業会計
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水道事業 下水道事業
収 　 入 支 　 出

収益的
収支

※主に維持
　管理関係

10億2,389万円
（内使用料　
６億8,406万円）

９億4,806万円

資本的
収支

※主に設備
　投資関係

３億891万円 ５億7,451万円

収 　 入 支 　 出

収益的
収支

※主に維持
　管理関係

８億300万円
（内料金　

７億738万円）
７億2,747万円

資本的
収支

※主に設備
　投資関係

２億2,197万円 ３億5,468万円

会 計 名 予 算 額

駐車場事業特別会計 666万円
土地区画整理事業特別会計 16億9,374万円
国民健康保険特別会計 39億4,279万円
後期高齢者医療特別会計 ５億6,233万円
介護保険特別会計

保険事業勘定 29億268万円
介護サービス事業勘定 3,114万円
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町民税
54,365円

固定資産税
34,265円

都市計画税
6,899円

町たばこ税
4,934円

その他
2,470円

民生費
135,775円

土木費
55,842円

総務費
32,879円

衛生費
32,210円

商工費
4,878円

農林水産業費
4,764円

その他
1,921円

議会費
3,356円

教育費
32,318円

消防費
9,186円

公債費
33,259円

町民1人あたりの
町税負担額　

102,933円

町民1人あたりの
支出額　

346,388円

町税の内訳
種　類 予算額 割合

町　民　税 22億4,801万円 16％

固定資産税 14億1,686万円 10％

都市計画税 ２億8,528万円 ２％

町たばこ税 ２億400万円 １％

軽自動車税 １億210万円 １％

入　湯　税 ４万円 －

町税 町が課税し徴収する税金

繰入金 基金（町の貯金）の取崩しや
他会計から受け入れる資金

分担金・
負担金

町の事業に対し利益を受ける人
などから徴収するお金

国・県
支出金 国や県からの補助金や委託金

地方
交付税

全国の市町村が同水準の行政事務
を行えるよう国から交付されるお金

町債 町の借入金

民生費 社会福祉、児童福祉、保育所、
老人福祉費など

土木費 道路、河川、港湾、都市計画、住宅経費
など

公債費 町の借入金の返済

総務費 選挙、戸籍、徴税、広報、統計、監査費
など

教育費 小学校、中学校、生涯学習、スポーツ
関係経費など

衛生費 健康増進、環境衛生、ごみ関係経費など

消防費 消防、防災対策経費など

商工費 商工業振興、観光振興など

農林水
産業費

農業委員会、農業振興、林業、水産業
費など

議会費 議会運営費など

【注釈】
※金額は１万円未満を端数処理しています。
※円グラフの（　）は全体に対する割合です。
※�１人当たりの町税負担額および支出額は令和３年２月末現在の
住民基本台帳人口(41,350人)で計算しています。


